
衆議院での海賊対処法案強行採決に抗議し、 
  廃案とソマリア派兵中止を求める声明 

１ 本日、「海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律」案（海賊対処

法案）が、衆議院において強行採決された。 
  法案が国会に提出されたのは３月１４日であり、政府が「さざなみ」「さみ

だれ」の２隻の護衛艦をソマリアに派遣したその日であった。本日の強行採決

は、それから、わずか１ヶ月強しか経過しておらず、法案審議の期間は１週間

という拙速審議であった。 
２ 法案は、海賊対処を口実に、自衛隊の恒常的な海外派兵を認めようとするも

のである。 
  自由法曹団は、意見書「警察活動を口実にした海外派兵・武力の行使 ソマ

リア沖派兵と海賊対処法案に反対する」（４月９日付）、緊急意見書「『修正』で

問題は解決しないーソマリア沖派兵の中止と対処法案の廃案を求める」（４月２

１日付）を発表して、法案の問題点を指摘し、廃案を求めてきた。 
２つの意見書で指摘しているとおり、ソマリア沖の事態は「国際紛争」であ

り、護衛艦の武力行使は日本国憲法を蹂躙するものである。また、海賊問題の

解決はソマリアの政治経済の再建と治安の回復以外に道はなく、そのための協

力こそ求められている。 
また、法案は、 
① 利権擁護と海の治安維持を公然と掲げた法案であること 
② 対象船舶に限定がなく、どのような共同作戦も可能であること 
③ 「逃走」や「抵抗」に対する危害射撃や、停船命令違反に対する船舶射

撃を認め、先制攻撃に道を開くものであること 
④ 国会の承認を要さず、緊急の場合には内閣総理大臣の承認も得ない防衛

大臣単独の判断での派兵を可能としていること 
など、軍事突出が露骨なものである。 

これらは、「国権の最高機関」であり、「唯一の立法機関」である国会におい

て、十二分に審議され、解明されねばならない問題である。 

にもかかわらず、政府・与党は、４月１４日の衆議院本会議での代表質問か

らわずか１週間、４回の委員会審議のみで採決を強行した。野党第一党の民主

党は、徹底した審議によって法案の問題点や危険性を明らかにすべきにもかか

わらず、本質をなんら変えない「修正」を持ち出し、「修正」協議による早期収

拾をはかろうとした。 
いずれも、議会制民主主義を踏みにじる暴挙というほかはない。 

３ ソマリア沖に派兵された２隻の護衛艦は、すでに３度にわたって不審船と対



峙し威嚇行動を行っている。３度とも保護の対象としたのは日本関係船舶では

なく、海上警備行動では対処ができない船である。防衛省は、船員法第１４条

を根拠に上記護衛艦の行動を正当化するが、同条は異常気象による遭難船舶等

の救助規定であり、紛争海域における軍用艦の救援行動を合法化するものでは

ない。最新鋭の装備を備えた護衛艦が不審船に対して行ったサーチライト照射、

ヘリコプター派遣、大規模音量発生装置での警告といった行動は、憲法違反の

武力による威嚇に他ならない。 

  海賊対処法が成立すれば、国籍を問わずあらゆる船舶が保護の対象となり、

停戦命令に従わない船への船体射撃（目的遂行のための武器の使用）が認めら

れることになるから、停船命令の意味を理解できない難民船に対して射撃が行

われる危険性も、十分に存在する。 

  さらに、４月１７日、浜田靖一防衛相は、ソマリアに隣接するジブチに海上

自衛隊のＰ３Ｃ哨戒機を派遣するばかりか、警備任務の陸上自衛隊、補給任務

の航空自衛隊までも派遣する準備をも指示した。これが実現すれば、ジブチに

「３軍統合根拠地」が設営されることになる。護衛艦派遣の「根拠」とされた

海上警備行動（自衛隊法第８２条）によって、海上自衛隊のみならず、陸上自

衛隊や航空自衛隊を海外に派兵することは、憲法のみならず自衛隊法をも逸脱

したものである。また、陸上自衛隊の根拠地警備や航空自衛隊の補給などを伴

わなければ対抗できないのであれば、その海賊はすでに犯罪者の範疇ではなく、

国に準ずる組織にほかならない。こうした海賊に対する武器の使用は、憲法違

反の武力行使とならざるを得ない。 
政府による「３軍統合派兵」の既成事実化は、恒常的な海外派兵態勢を生み

出そうとするソマリア沖派兵と海賊対処法案の本質を雄弁に物語っている。 
４ なし崩し的に海外に軍事拠点が設営され、海外で軍隊が戦端を開かれていく

ことを許容する事態は、平和憲法を制定したこの国で、断じて許されてはなら

ない。 

「３軍統合派兵」にエスカレートしようとしているソマリア沖派兵は直ちに

中止されねばならず、それを追認し固定化する海賊対処法案は直ちに廃案にさ

れねばならない。 

 自由法曹団は、対処法案の衆議院強行採決に強く抗議し、ソマリア沖派兵

の中止と対処法案廃案を強く要求する。 
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